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財政援助団体等監査結果に対する措置等について 

 

令和５年７月７日付け監発第４１号により通知がありました財政援助団体等監査結果

に基づき、下記のとおり講じた措置等について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１９９条第１４項の規定により通知します。 

 

記 

 

財政援助団体等監査  「観光物産館」（地域創生部交流観光課） 

上記施設の指定管理者 《一般社団法人酒田観光物産協会》 

 

【指摘事項】 

（１）業務報告書の提出について 

（一般社団法人酒田観光物産協会、地域創生部交流観光課） 

 酒田市観光物産館の管理に関する包括協定（以下「包括協定」という。）第23条第1項に

は、毎月終了後概ね10日を目処に業務報告書（指定管理業務の実施状況、施設の利用状況

など）を市長に提出するものとされているが、入館者数、売上の報告及びバス利用台数を

メールで送付しているのみで、必要事項の記載された業務報告書の提出がなされておらず、

自家用電気工作物年次点検報告書で高圧ガス開閉器などの改修を求められていることが、

市へ報告されていなかった。 

 指定管理者は包括協定にのっとり業務報告書を適正に提出すること。 

 市は業務報告書の提出を求め、指定管理業務の状況を確認すること。 

 

 ■措置内容 

 監査指摘を受け、６月６日に、業務報告書の様式に即して施設修繕や設備点検、苦情

等についても毎月報告するよう指導した。現在は、必要事項の記載された報告書が毎月

提出されており、今後も適正な業務報告書によって指定管理業務の状況を確認していく。 

（一般社団法人酒田観光物産協会、地域創生部交流観光課） 



 

（２）物品等の管理について（地域創生部交流観光課） 

 指定管理者が管理する施設及び物品等について、酒田市観光物産館の管理に関する包括

協定（以下「包括協定」という。）第4条第1項で、市が提示する財産台帳及び物品台帳に

よると規定されているが、提示された備品台帳は、包括協定締結前に廃棄した備品、指定

管理対象外の備品が記載されているなど現状と一致していないため、指定管理者が現物を

確認することができず、また、市も現物確認を行っていない。 

 市は指定管理者が管理すべき物品等を明確に提示した上で、包括協定にのっとり適正に

管理すること。 

 

 ■措置内容 

７月20日～８月８日の期間で数回にわたり、指定管理者の専務理事と事務担当者及び

当課担当職員の立ち合いのもと、最新の備品台帳と現物との突合せを行い、管理するべ

き物品について共通認識をもった。今後は定期的に備品台帳との突合せを行い、備品に

変更が生じたときには速やかに台帳を修正するなど、包括協定にのっとり物品等の管理

を適切に行っていく。 

（地域創生部交流観光課） 

 


